
東京医科歯科大学

○ 産学官連携体制図

○ 成 果 事 例

抗菌素材の研究開発に取り組み、実用化に
結びつけることを望んでいた株式会社モチ
ガセが、抗ウィルスの研究に取り組んでい
た研究者に出会い、共同研究・共同出願を
行うに至った。

平成18年6月～平成20年9月
「BR-P3による抗ウィルス活性および抗菌活
性の発現メカニズムについての解析」

●特許出願：国内１件、海外２件
「抗ウィルス材、環境反応型抗ウィルス材」
●ノウハウのライセンス等 1件
「抗菌・抗ウィルス材料に関して」

成果内容の事例

●技術への貢献
当該技術は、マスクへの応用という実用化の目標が明確であり、企業は食品添加物
としても認められ、安全な素材である天然鉱物「ドロマイト」を用い特殊加工して
作製を検討していたが、「ドロマイト」自体にはウィルスに対する効果がない。そ
こで、企業と本学の発明者との共同研究により、ヒドロウイルスを不活性にするヒ
ドロキシルラジカルの発生を可能にする金属の酸化物粉末と水酸化物とを備えてお
り、発生したヒドロキシルラジカルによりウイルスを不活性化することができたこ
とから、国内および外国共同出願およびその実施に関して実施許諾を行い、企業に
おける開発につなげた。

●市場への貢献
・平成20年度までの売上げは約２億８０００万円あり、本学のロイヤリティ収入が
増える要因となった。

・平成21年度は、新型インフルエンザが国内で発生したことから、売り上げが急激
に延び生産が追いつかない事態に発展した。当該年度分のマスクの売り上げが約
２９億円と大幅に増加した結果、売り上げに基づく高額なロイヤリティ収入を得
る見込みである。

・現在、海外市場での販路拡大を目指し、中国・韓国・中東等でのマーケティング
を展開中である。

知財管理（特許化、知財保護）※ 技術移転の概要

大学等名 国立大学法人東京医科歯科大学
機関名称 知的財産本部

創 出

抗ウィルス材の開発と事業化

産学官連携のきっかけ（マッチング）

共同研究 ※

天然鉱物『ドロマイト』を特殊加工
し、ナノテクノロジー（超微細技術）
を使って強力なウイルス対策効果が
出るように最適化した抗ウイルスセ
ラミックス「BR-p3」を用いて、
高病原性鳥インフルエンザウィルス、
ＳＡＲＳコロナウィルスのみならず
多種のウィルスに効果のある抗ウィ
ルス剤の開発に成功し、新型インフ
ルエンザ含めウィルスを99.99％
以上殺滅させる「BR-p3」フィルタ
を採用したマスクとしての事業化に
成功した事例である。

整 備 活 用

株式会社モチガセと本学の研究者が共同して研究を行ってきた過
程で抗ウィルス剤の開発に成功したとの情報を受けた知的財産本
部は、技術移転の可能性を考慮し、更なる研究の発展と実用化に
向けて適切に実行するために、平成18年６月共同研究契約、同年8
月に共同出願を契約書締結のサポートを実施した。その後順調に
共同研究が進み国内外における実用化が現実化してきたことから、
平成20年2月にはＰＣＴ出願を行った。さらに（株）モチガセは、
抗ウィルス剤をマスクとして販売を実用化することになったこと
から、知的財産本部が交渉を行い、平成20年12月には実施許諾を
決定し、契約を締結した上既に一時金含め実施料収入を得ている。

要約
抗ウィルスセラミックスBP-p3

連携機関

○ 株式会社モチガセ 氏名 若林一夫（代表取締役社長）

ドロマイト

ＢＰ－ｐ 3バリエール 抗ウイルスマスク
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・知的財産本部の構成概要
平成２１年度に組織再編の検
討を行い、平成２１年９月１
日に教育研究開発支援セン
ターを設立し、国際産学連携
契約や大型国際研究プロジェ
クトに専門的に対応できるよ
うにした。

・知的財産本部の特徴
知的財産創造サイクルを機能
的に実現するため、教育研究
開発支援センター（創造）・
知的財産センター（保護）・
技術移転センター（活用）、
そして海外案件に特化した国
際産学官連携部門において協
力的な分業体制で当該事業を
展開している。更に高度の専
門性が求められる業務につい
ては外部機関の協力を仰ぎ、
効率的な事業を目指している。

大学等名 ： 国立大学法人東京医科歯科大学

学長

研究担当理事

総括マネージャー（兼任）

知的財産センター長(兼任)

教育研究開発支援センター

◆産学官連携契約業務
◆産学連携教育

◆国際教育研究拠点

形成支援

◆その他（利益相反対応）

○マネージャー・

特任講師1名（兼任）

○技術･事務補佐員2名(兼任)

○利益相反等アドバイザー

弁護士1名

知的財産センター

◆発明相談、発明の
権利帰属決定

◆特許出願、維持、
登録、管理

◆知的財産戦略立案
◆その他

（知財人材育成）

○知財マネージャー

2名（兼任）

○技術補佐員2名(兼任)

技術移転センター

◆プレマーケティング

◆知財の技術移転

◆渉外・契約交渉

◆本学関係者の起業支援

○産学連携アソシエイト

1名（兼任）

○特許流通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ１名

○特許ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 3名

○技術補佐員 2名

技術移転センター長

国際産学官連携部門

◆海外企業への技術移転
戦略立案、契約

◆海外技術移転機関との連
携・海外研修・英語版HP

◆COEの海外戦略・
海外出願戦略

○国際産学連携アソシ
エイト2名

○特任講師１名
○技術･事務補佐員4名
○顧問弁護士１名

事務局（学術国際部 研究推進課 研究協力掛・産学連携室）

◆庶務・経理・特許補償金取扱い
◆受託・共同研究契約事務・MTA（成果有体物）事務
○室長１名、掛長2名、事務補佐員2名

(株)リクルート・ワシントン州立大学
ロースクール

・Westerman,Hattori,
Daniels &Adrian,LLP

レックスウェル
法律特許事務所

・ハーバード大学技術移転機関
・ワシントン州立大学技術移転機関
・ドイツ州立技術移転機関
・ドイツ民間バイオ専門技術移転機関

利益相反マネージメント委員会

医学系産学官連携
ネットワーク
検討委員会

連
携

知的財産本部長 宮坂信之
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